
保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金 令和7年度の評価結果について

(介護保険特別会計）
１ 保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金とは

●平成29年地域包括ケア強化法の成立において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組が実施されるようＰＤＣＡサイクルによる

取組を制度化

●財政的インセンティブとして、様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、評価指標の総合得点に応じて、高齢者の自立支援、

重度化防止等に関する取組を推進するため、保険者機能強化推進交付金を創設

●令和２年度には、介護保険保険者努力支援交付金を創設し、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点的に評価

〔保険者機能強化推進交付金〕

●平成３０年度から

●高齢者の自立支援・重度化防止等の取組を支援

●１０１億円のうち市町村分９５億円を配分（対前年度比1億円増）

●介護保険特別会計の保健福祉事業に充当

〔介護保険保険者努力支援交付金〕

●令和２年度から

●介護予防・健康づくり等の取組を重点的に支援

●２００億円のうち市町村１９０億円を配分

●介護保険特別会計の地域支援事業に充当

２ 令和７年度の評価結果の概要

○評価得点の合計得点は572点で、得点率は71.5％であった。前年度と比べ6.0ポイント減少し、全国平均54.4％、県平均63.9％を上回り、県内35市町中６位となった。（前年度１位）

○この結果、機能強化推進交付金は7,390千円、努力支援交付金は14,480千円、交付金合計は21,870千円となった。昨年度と比べ、得点の低下と機能強化推進交付金の国の配分見直し（3-2参照）のため、2,428千円の

減額となった。第１号被保険者１人あたりに換算すると、973円の交付額であり、その分が第１号保険料の負担が軽減されることとなる。引き続き、関係課や関係機関と連携して、地域包括ケアシステムの推進及び自

立支援・重度化防止の取組みを向上していく。

○保険者機能強化推進交付金：本市は他市町と比較し、要介護度の変化率（介護度の改善、または維持）が下回ることから、要介護度の更なる改善と悪化の抑制を図るため、介護支援専門員や介護サービス従事者等を

対象に研修会を開催し、自立支援や重度化防止の視点を持ってケアマネジメントすることができるよう支援していく。

○介護保険保険者努力支援交付金：地域ケア会議での個別事例の検討割合が低いため、集計方法の見直しにより件数を正確に把握する。でんでん体操など通いの場での心身・認知機能改善割合が低いため、聴き取り

方法を見直し、より多くの参加者の状態を確認する。

３ 令和７年度の保険者機能強化推進交付金等の配分

○令和７年度における保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金の配分については、保険者機能強化推進交付金の見直しとして、アウトカム指標配分枠及び保険者機能強化推進枠の配分を拡充する

とともに、新たに別枠で成果指向型配分枠を設定する。

① 基本配分枠・・・・従来どおり令和７年度評価指標に基づく得点結果に応じて配分

② 追加配分枠・・・・成果を出している自治体に対する交付額のメリハリ付けを強化する観点から、「アウトカム指標配分枠」及び「保険者機能強化推進枠」を設定

③ 成果指向型配分枠・地域のデータ分析に基づき、自らターゲットとなる対象者、成果目標及び評価指標を設定した上で、当該成果を達成するために成果指向型の介護予防・健康づくりの保険者に対する新たな支援

の枠組みを設定

３-2 配分変更補足資料
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４ 交付金額の推移

２-2 課題と改善点

1



保険者機能強化推進交付金の評価指標と該当状況

介護保険保険者努力支援交付金の評価指標と該当状況

令和７年度 令和６年度

令和７年度 令和６年度

袋井市の弱い項目

2017年から２０２３年の伸び率

短期 ２０２２年から２０２３年と

20２３年から２０２４年の比較

長期 ２０２０年から２０２４年の比較

２０２３年度の実績

６ 通いの場での認知機能の維持・改善割合

３ 地域ケア会議での個別事例検討割合

本市においても介護度の改善に努力して

いるが、全市町村の改善率の上位にのみ

配点される。そのため、平均以上の改善に

ならないと評価されない。
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